（別　紙）

答　　　　申
審査会の結論

北九州市長（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった行政文書の不開示部分のうち、「センター長の氏名」、「関係する職歴等」、「取得資格及び取得年月日」及び「職種・職務内容」を開示すべきである。

その他の部分を不開示とした処分は妥当である。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１５年９月２２日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　「自閉症・発達障害支援センターに係る厚生労働省との協議書」

　２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１５年１０月６日付で、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成１５年１０月６日付北九保地障第６３０号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書一部開示決定通知書を平成１５年１０月１２日に受領した。

　３　異議申立人は、平成１５年１０月１４日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。

　
第２　異議申立人の主張要旨

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書及び意見書で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）平成１４年から事業を実施している１２箇所の自閉症・発達障害支援センターのうち、年齢、卒業学校名を除いた部分について不開示としているのは、２箇所のみである。
（２）各実施機関は、自閉症を持つ人に対する支援能力がある職員を配置しているということを説明する責任がある。職員の誰がどのような研修に参加して、障害者への支援能力、技術を向上させているのかを公開している福祉施設もある。
（３）厚生労働省障害福祉課は、職歴、取得資格等及び自閉症児（者）療育に関する経験は開示すべきとの見解を示している。実施機関は、厚生労働省の見解を確認しているにもかかわらず、不開示決定をしている。
（４）サービス提供機関の職員の専門性に関する情報が、行政職員しか得られないのであれば、上手く運営できているかどうかの判断が適切になされない可能性がある。
（５）他市では広報誌に、在宅介護支援センター相談員の氏名及び写真が掲載されている。自閉症･発達障害支援センターの広報だけが職員の氏名を明らかにしないのは不適切である。
　（６）以上のとおり、本件処分は条例第７条第１号の運用、解釈に誤りがあるので、年齢、学歴を除き、開示すべきである。

　　　　

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　自閉症・発達障害支援センターに係る厚生労働省との協議書において、氏名に関する情報は、個人に関する情報であり、特定の個人を識別できる情報である。また、年齢、学歴、職歴、取得資格等及び職種・職務内容に関する情報は、他の情報と照合することにより特定の個人を識別することができる情報である。よって、いずれも条例第7条第1号本文に該当する。

２　これらはいずれも、法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報ではなく、公表を目的としたものでもない。また、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要である情報とは認められない。さらに、当該個人は公務員ではなく、本件不開示情報が公務員の情報に当たらないことは明白である。よって、本号ただし書には該当しない。

３　異議申立人の主張する「各実施機関は、自閉症を持つ人に対する支援能力がある職員を配置しているということを説明する責任がある」こと、及び「職員の誰がどのような研修に参加して、障害者への支援能力、技術を向上させているのかを公開している福祉施設もある」ことについては、本件処分とは無関係である。

４　厚生労働省は、職歴、取得資格等及び自閉症児（者）療育に関する経験は開示すべきといった公式な見解は、示してはいないとのことである。

５　以上のとおり、本件処分は条例の規定に合致しており、本件異議申立ては理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を個別、具体的に検討した結果、以下のように判断する。

１　本件行政文書の概要等
（１）本件行政文書
本件行政文書は、平成１５年５月１３日付厚生労働省障害福祉課長通知「平成１５年度身体障害者福祉費補助金、在宅障害児（者）福祉対策費補助金及び知的障害者通勤寮運営事業等補助金に係る国庫補助の協議について」に基づき提出した平成１５年５月２９日付及び平成１５年７月９日付「平成１５年度身体障害者福祉費補助金、在宅心身障害児（者）福祉対策費補助金及び知的障害者通勤寮運営事業等補助金に係る国庫補助の協議について」のうち、自閉症・発達障害支援センターの設置運営協議書（その１）及びその添付資料（施設のパンフレット、委託先社会福祉法人の定款）である。

（２）本件不開示情報

本件行政文書に記載された本件不開示情報は、自閉症・発達障害支援センターの職員（以下「センター職員」という。）についての以下の情報である。

ア　氏名

イ　年齢

ウ　関係する学歴・職歴等

エ　取得資格の一部及び取得年月日（以下「取得資格等」という。）

オ　自閉症児（者）療育に関する経験のうち、職種･職務内容が記載された部分（以下「経験職種」という。）　

　　　　
２　条例第７条第１号（個人情報）該当性
（１）処分庁は、本号に該当するとして、本件不開示情報を不開示とした。

（２）条例第7条第1号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業
に関する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるも
の（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができ
ることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、

公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」
は不開示とすることを定めている。

　　　　本号は、個人の権利利益の十分な保護を図るため、特定の個人が識別さ

れる情報について不開示とすることを定めたものである。

　　　　一方、本号ただし書では、

　　　　ア　法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報

イ　人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

ウ　当該個人が公務員である場合において、当該情報がその職務の遂
行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員の職及び
氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分(これらの部分を公にす
ることにより当該公務員の個人の権利利益を害するおそれがある場
合にあっては、当該部分を除く。)

については、開示すべきことを定めている。

このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。
　　　　

（３）本件不開示情報の本号該当性判断

　　異議申立人が本件異議申立てにおいて開示を求めているのは本件不開示
情報のうち、年齢、学歴を除く、氏名、関係する職歴等、取得資格等、経験職種である。
　
ア　氏名

（ア）本号本文該当性判断
本件処分で不開示とされた氏名は、いずれも社会福祉法人の職員の氏名である。これらは個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるものであることは明らかであり、本号本文に該当する。

　

　　　　（イ）本号ただし書該当性判断

　　　　ａ　ただし書ア該当性

　　　　　　異議申立人は、他の地方公共団体の自閉症・発達障害支援センター職員の氏名が開示されている事例や、在宅介護支援センターで職員氏名を広報誌で公開している事例を紹介し、説明責任を果たすべきことや、自閉症・発達障害支援センターの広報だけが職員氏名を明らかにしないのは適切でないことを主張する。しかしながら、他の地方公共団体の状況をそのまま本市に当てはめることはできないものであり、広報の必要性と本件処分とは直接関係がないものである。また、本市においてはセンター職員の氏名が広報紙等で公開されている事実はない。したがって、当該情報は、慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報には該当しない。

ただし、一般に施設長は施設運営全体においての管理責任者として、外部に知らされることが通常であると思われる。現にセンター長の氏名については、既に新聞報道で公になっており、慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報と認められ、本号ただし書アに該当する。

　　　　ｂ　ただし書イ、ウ該当性

当該情報は、ただし書イ、ウのいずれにも該当しないことは明らかである。

　　　　　　
従って、氏名は、センター長の氏名を除き、本号に該当する。

イ　関係する職歴等、取得資格等及び経験職種

（ア）本号本文該当性判断

　　　関係する職歴等、取得資格等及び経験職種は、個人に関する情報であって、本件行政文書に記載されている他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができるものであり、本号本文に該当する。

（イ）本号ただし書該当性判断

　　　　　ａ　ただし書ア、ウ該当性

　　　　　　　当該情報は、ただし書ア、ウのいずれにも該当しないことは明らかである。

　　　　　ｂ　ただし書イ該当性

本号ただし書イは、個人に関する情報を公にすることにより人の生命、健康、生活又は財産を保護する必要性と、これを公にしないことにより保護される当該個人の権利利益とを比較衡量し、前者の権利利益を保護することの必要性が後者の権利利益を保護することの必要性を上回ると認められる場合は、本号の不開示情報に該当しないとするものである。
自閉症・発達障害支援センターは、自閉症等の発達障害を持つ障害児（者）、その家族、関係機関、施設等（以下「発達障害児（者）等」という。）に対し、相談支援や就労支援など高度なサービスを提供する施設であり、これを利用する発達障害児（者）等にとっては、当該サービスを担当する職員が有している能力、知識又は経験等は、当該施設を安心して利用するうえで、きわめて重要な情報である。かかる情報を不開示とすることは、発達障害児（者）等に当該施設の利用を躊躇させ、又は不信、不安の念を抱いたまま利用させる事態となるおそれがある。よって、関係する職歴等、取得資格等及び経験職種は、自閉症等の発達障害を持つ発達障害児（者）の健康又は生活を保護するための情報であると認められる。
従って、当該情報は本号ただし書イに該当する。

４　結論

　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において不開示とさ

れた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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